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本稿は、2014年～2020年の輸出入申告データを用いて、わが国の国際貿易の実態を詳細

に分析した。日本の輸出入申告データを用いて、ミクロレベルの貿易の実態を明らかにし

たのは本研究が初めてとなる。製造業に関して、企業1社あたりの輸出（輸入）品目数や、

輸出（輸入）相手国数、平均輸出（輸入）額などが明らかになった。また、単一品目を1
か国だけに輸出している企業と、多くの品目を多くの国に輸出している企業とに二極化し

ていること、輸入側も規模の大きい企業の割合はやや低いものの、同様の傾向がみられる

ことがわかった。例えば2017年では、1社あたりの貿易額でみて上位10%に属する企業が

全輸出入額の96.2%、全輸出額の96.6%、全輸入額の94.6%を担っていた。そうした上位の

企業は平均輸出（輸入）額も大きく、他の企業と比べて格段に多くの品目を多くの相手国

と貿易していた。企業別の輸出入行動についても興味深い事実が判明した。具体的には、

2017年に輸出では45%、輸入では36%の企業が1つの港（空港、港湾）だけを利用した一方

で、一部の企業は20以上の港を利用していた。また、輸出入の申告頻度について、年間の

申告回数が9回以下である企業が輸出企業の53%、輸入企業の46%であったのに対して、申

告回数が年190回以上と、年間の労働日数のうちほぼ毎日申告した企業が輸出、輸入側と

も約1割程度存在していた。さらに、企業データと接続して分析したところ、先行研究で

示されてきたように、輸出企業、輸入企業、輸出入企業はいずれも、そうでない企業より

も、売上や付加価値、生産性、平均賃金などのどの指標でみてもパフォーマンスが優れて

いることが確認された。  
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